
  

 

風水害に係る避難発令基準等の見直しについて 
 

昨年、平成 30 年 7 月豪雨などによる河川の氾濫や土砂災害が相次いだことにより、国（内閣府）において、洪水や土砂災害時に市町村が出

す避難情報（発令）などを警戒レベルに応じて 5 段階に分け、住民に分かりやすく発信することを盛り込んだ、避難勧告等に関するガイドライ

ンの改定版が平成 31 年 3 月 28 日に公表されたことから、今後の市の対応について報告するもの。 

１．中央防災会議ワーキンググループの検討結果 ※ＷＧ設置：平成 30 年 8 月 31 日、とりまとめ公表：平成 30 年 12 月 26 日 

（１）避難に対する基本姿勢 

○現   状   突発的に発生する激甚災害への行政主導のハード・ソフト対策は限界。 

○目差す社会   住民：「自らの命は自らが守る」意識を持つ 

         行政：住民が適切な避難行動をとれるよう全力で支援する 

（２）平成３０年７月豪雨の教訓 

○避難勧告や避難指示（緊急）等の危険度の高さ（順番）の認知が低い。 

○発信される防災情報が多様かつ難解であるため，多くの住民が活用できない。 

 ⇒ 平時の災害リスク及びとるべき避難行動等の周知に加え，災害発生のおそれの高まりに応じ，住民の避難行動等を支援す 

る防災情報の発信が必要。 

２．国の避難勧告等に関するガイドライン改定（平成 31 年 3 月 28 日） ※詳細は、別紙のとおり 

 豪雨災害などの危険をわかりやすく伝えるため、国は、「特別警報」や「避難勧告」などの防災情報を５段階の「警戒レベル」で整理するこ

とを決め、運用は 6 月頃の出水期から実施することでガイドラインにまとめた。 

  ※主な変更点  ①警戒レベルを用いた避難勧告等の伝達 

          ②災害発生情報（警戒レベル５）の発令 

３．市の今後の対応 

（１）市民への周知（広報紙 6 月上期号及び市ＨＰ等により） 

・避難勧告等に関するガイドライン改定に伴う避難発令基準等の見直しについて 

⇒警戒レベルでの避難のタイミング 

 ⇒防災行政無線や市ホームページ等での避難発令伝文例 

（２）地域防災計画等への反映（時期：夏以降に予定されている県地域防災計画の改訂後に、市の地域防災計画も変更予定） 
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避難発令基準等の比較 
 

 

 

 

 

 

現行                   警戒レベル導入後 
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